
負債の部
科     目

流 動 負 債【 】
支 払 手 形
電 子 記 録 債 務
買 掛 金
未 払 金
未 払 費 用
未 払 消 費 税
未 払 法 人 税 等
預 り 金
前 受 金
流 動 負 債 合 計
固 定 負 債【 】
長 期 借 入 金
預 り 保 証 金
退 職 給 付 引 当 金
長 期 未 払 金
リ ー ス 債 務
固 定 負 債 合 計
負 債 合 計

金     額

3,729,660
61,742,375

661,952,839
50,030,266
19,432,306
41,757,900

130,857,800
2,750,653

257,194,879
1,229,448,678

456,736,000
100,000

206,516,717
38,350,125

490,866,574
1,192,569,416
2,422,018,094

純資産の部
科     目

株 主 資 本【 】
資 本 金
資 本 剰 余 金【 】
そ の 他 資 本 剰 余 金( )

そ の 他 資 本 剰 余 金
資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金【 】
利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金( )

繰 越 利 益 剰 余 金
利 益 剰 余 金 合 計

株 主 資 本 合 計
純 資 産 合 計
負 債 純 資 産 合 計

金     額

50,000,000

9,990,000 )(
9,990,000
9,990,000

12,500,000
560,375,236 )(
560,375,236
572,875,236
632,865,236
632,865,236

3,054,883,330

科     目
資産の部

流 動 資 産【 】
現 金 及 び 預 金
現 金
預 金

売 掛 金
リ ー ス 投 資 資 産
商 品
仕 掛 品
貯 蔵 品
未 収 入 金
前 払 費 用
流 動 資 産 合 計
固 定 資 産【 】
有 形 固 定 資 産( )

構 築 物
工具、器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定
有 形 固 定 資 産 合 計
無 形 固 定 資 産( )

電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ ェ ア
無 形 固 定 資 産 合 計
投 資 そ の 他 の 資 産( )

長 期 前 払 費 用
差 入 保 証 金
敷 金
繰 延 税 金 資 産
投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

金     額

998,542,953
1,365,281

997,177,672
1,031,258,493

478,462,952
2,749,387

39,211,163
146,837

2,330,186
4,406,859

2,557,108,830

2,142,001
5,728,068

326,502,316
900,000

335,272,385

4,501,506
22,965,453
27,466,959

127,092
34,458,403

120,000
100,329,661
135,035,156
497,774,500

3,054,883,330

(単位：円)
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個 別 注 記 表 
 

重要な会計方針 
 
１．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

個別法によっております。 
 
２．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、1998 年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）並

びに 2016 年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額

法）を採用しております。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 
定額法を採用しております。 

 
３．引当金の計上基準 
（１）貸倒引当金 

  債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権について法人税法の規定による貸 
倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案 
し、回収不能見込額を計上しております。 

（２）退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務にもとづき 
当事業年度末において発生している額を計上しております。 

 
４．リース取引の処理 
  リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引について 

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 
５．消費税等の会計処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
 
（貸借対照表注記） 
 

リース投資資産 
  リース投資資産は、転リース取引に係るものであり、利子込法により計上しておりま 

す。当該取引資産残高は 478,462,952 円となります。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 


